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本研究では，ライフサイクル費用とリスク発生確率という 2つの評価軸に基づき，長大橋の最適な点検手法
および点検間隔に関する意思決定を行うための方法論を提案する．はじめに，目視点検データを用いた集計的

マルコフ劣化ハザードモデルを定式化し，ライフサイクル費用最小化モデルを提示する．さらに，長大橋の目

視点検による管理限界リスクの発生過程をフォルト・ツリーで表現するとともに，フォルト・ツリーを構成する

末端事象のリスク発生確率をマルコフ推移確率で算出する．これにより点検政策の相違がもたらすリスク発生

確率の時間的変動を把握することが可能となる．最後に，提案手法を阪神高速道路が管理する実際の長大橋の

最適点検政策の決定問題へ適用し，その有効性を実証的に検証する．

Key Words : fault tree analysis, visual inspection, long span bridge, optimum inspection policy, asset
management

1. はじめに

橋梁のような大型の社会基盤施設を効率的に維持管

理していくための方法論として，アセットマネジメン

トが着目されている1),2)．とりわけ近年では，目視点検

データを用いた統計的劣化予測手法3),4)，および劣化

予測モデルと有機的に連動したライフサイクル費用最

小化モデル5)−7)が提案され，実務レベルの意思決定問

題に活用される事例が増加している8)．ただし，このよ

うなアセットマネジメントは，膨大な数が存在する一

般的な構造形式の施設群を対象としており，統計的手

法に依拠した方法論である以上，目視点検データの蓄

積量が劣化予測の推計精度や意思決定の実務的整合性

に影響を及ぼすことは否めない．

一方で，各構造物管理者ではこのような一般的な構

造形式の施設とは別に特殊施設を管理しているケース

が少なくない．本研究で対象とする橋梁では長大橋が

特殊施設に該当する（例えば，阪神高速道路において

は，鋼橋では中央径間が 200m以上，コンクリート橋
では 100m以上を長大橋と定義している）．長大橋は一
つ一つが完全なオーダーメイドであり，同質な施設の

マクロ分析を出発点とする前述の手法の適用には自ず

と限界がある．さらに，長大橋における点検は，設計

当初に作成された点検マニュアルに従って実施されて

いる場合が多い．今後，長大橋においても，本格的な

老朽化を迎えるに際して，実際の損傷・劣化等を見極め

ながら，現状を反映した内容に点検マニュアルを適宜

更新していく必要がある．このときに重要となるのは，

「点検項目」と「点検手法・間隔」である．「点検項目」

では，橋梁形式，構造的特徴や過去の点検記録を勘案

して，点検における着目箇所を選定するとともに，そ

れぞれの着目箇所で発生が懸念される損傷・劣化を定

め，それらの状態を健全度として評価することが重要

となる．一方で，「点検手法・間隔」は，どのような手法

によってどのくらいの間隔で点検を実施するのかとい

う意思決定問題である．具体的には，点検に要する費

用および各損傷・劣化の進行に伴う補修費用などの経

済的負担（直接的費用）の増加と，点検を実施するこ

とによる安全性向上（対比的にはリスクの軽減）との

トレードオフ問題を解くことが求められる．すなわち，

必要以上に高頻度の点検は効率性を損なうだけでなく，

過剰投資となり，厳しい財政状況の中で予算の最適配
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分を阻害する要因になりかねない．しかしながら，こ

れまで長大橋を対象として「点検手法・間隔」という

意思決定問題を工学的見地から精査した事例は著者ら

の知る限り見当たらない．

以上の問題意識のもと，本研究では，はじめに長大橋

を構成する主要な部材の劣化確率の時間的変化をマル

コフ劣化ハザードモデルにより表現するとともに，目

視点検データを用いて集計的に推計する．さらに，マ

ルコフ決定モデルを援用し，ライフサイクル費用最小

化を達成する点検・補修政策（点検手法，間隔および補

修工法）の決定方法を示す．またその一方で，長大橋

全体リスクの発生過程を，フォルト・ツリーで表現する

とともに，フォルト・ツリーの末端事象を構成する部

材の劣化確率をマルコフ劣化ハザードモデルにより与

え，最終的に点検・補修政策の相違がもたらす長大橋全

体のリスク発生確率の時間的変化を分析する．最後に

ライフサイクル費用とリスク発生確率の 2つの評価軸
に基づく最適点検・補修政策の決定手法を述べる．以

下，2．で本研究の基本的な考え方を説明する．3．で

は，部材の劣化過程をマルコフ劣化ハザードモデルで

表現するとともに，その集計的推計手法について述べ

る．4．では，ライフサイクル費用最小化を達成する点

検・補修政策モデルを提案する．5．では，長大橋のリ

スク事象の発生過程をフォルト・ツリーを用いて表現

する．6．では，阪神高速道路が管理する実際の長大橋

A（鋼斜張橋：1 本柱 1 面ケーブル箱桁形式，支間長
149m+355m+149m=653m，片側 3車線）を対象とし
た適用事例を示す．

2. 本研究の基本的な考え方

(1) 目視点検データを用いた統計的劣化予測

社会基盤施設の劣化予測に関しては，数多くの研究

事例がある．特に，社会基盤施設に対する目視点検デー

タ（離散的な健全度）を用いた統計的劣化予測モデル

としてマルコフ連鎖モデルが提案されている．マルコ

フ推移確率の推計方法として，1）集計的推計方法と，
2）非集計的推計方法が存在する．前者の方法は，ある
一定の観測期間の中で生起した健全度間の推移状態に

関するデータに基づいて，マルコフ推移確率を直接推

計することを目的とする．もっとも単純な算定方法は，

健全度間の推移状態に関する実データの数え上げによ

り，推移確率を直接定義する方法である9)．これに対し

て，最尤法により，推移確率を推計する方法も提案さ

れている．マルコフ推移確率は，推移確率を定義する

期間間隔に依存する．現実に点検される目視点検デー

タには，観測期間長が異なる多様なデータが混在して

いる場合が多い．このとき，実データが観測された期

間間隔の差異がもたらす影響を補正することが必要と

なる．杉崎ら10)は，異なる観測期間長を有する目視点

検データを用いて，マルコフ推移確率を集計的に推計

する方法を提案している．しかし，このような集計的

劣化予測方法では，個々の施設が置かれている使用環

境や，施設が有する構造的，機能的特性と推移確率と

の関係をモデル化できないという限界がある．

これに対して，非集計的推計方法は，個々の社会基盤

施設の劣化過程に関する情報に基づいて，その背後にあ

る劣化過程の統計的規則性を推計する方法である．この

ような非集計的推計方法として，貝戸ら11)は，ニュー

ヨーク市における橋梁の目視点検データを用いて，橋

梁の劣化速度に着目した平均劣化曲線の算出方法を検

討している．また，劣化速度を確率変数と捉えて，過去

の点検履歴を反映したマルコフ推移確率の推計方法を

提案した．その後，非集計的推計方法は，ハザードモ

デル12),13)の適用により，飛躍的な発展を遂げている．

その中で，Mishalani and Madanat14)は，2つの隣接す
る健全度のみを対象として，マルコフ推移確率を指数

ハザードモデルを用いて表現する方法を提案した．こ

れとは独立に，津田ら4)は，2つ以上の任意の健全度間
における推移状態を表現する多段階指数ハザードモデ

ルを提案し，マルコフ推移確率を推計する一般的なマ

ルコフ劣化ハザードモデルを提案した．その後，マル

コフ推移確率が過去の記憶を有する非斉次マルコフ推

移確率を推計するための多段階ワイブル劣化ハザード

モデル15)，異なる劣化パターン間の推移過程を表現す

る階層型指数劣化ハザードモデル16)が提案されている．

また，マルコフ推移確率の推計方法に関しては，点検

データが非常に少ない段階で，技術者の経験情報と点

検結果を結合してマルコフ推移確率を推計するベイズ

推計法17),18)，予防補修により点検データが欠損するこ

とにより発生する欠損バイアスを補正する方法19)が提

案されている．さらに，小濱ら20)は，個別施設に特有

なハザード率の異質性を考慮することが可能な混合マ

ルコフ劣化ハザードモデルを提案し，ベンチマーキン

グ劣化曲線の設定や，劣化速度の相対評価を実施した．

本研究で対象とする長大橋においても，目視点検を

通した多段階の健全度により部材の健全性が評価され

ており，部材の劣化過程をマルコフ劣化ハザードモデ

ルで記述することが可能である．しかし，前述したよ

うに長大橋は基本的に同質な構造形式の橋梁が他に存

在しないことが多く，いかに長大橋が数多くの部材で

構成されていると言えども，統計的推計に十分な情報

量を蓄積することは難しい．そこで本研究では，点検

実施年における各健全度の相対的な割合という集計的

な情報を用いた推計を行うこととする．このような集

計的マルコフ劣化ハザードモデルに関しても，堀ら21)
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による下水道施設のコンクリート版への適用事例が存

在し，本研究においても基本的にはこの手法を踏襲す

ることとする．集計的マルコフ劣化ハザードモデルに

より，長大橋の部材の劣化過程を表現するとともに，こ

れらの劣化予測結果に基づき，長大橋のライフサイク

ル費用やリスク発生確率を算出する．

(2) リスク評価

目視点検データを用いた統計的劣化予測結果を活用

したリスクマネジメント研究として，貝戸ら22)は，道

路巡回頻度の決定問題に対して，路上障害物の発生リ

スクをポアソンガンマ発生モデルにより定式化し，日

常の点検記録を用いてモデル推計を行った．また，リ

スク管理水準を設定し，管理水準を満足するための最

適道路巡回頻度を決定する方法論を提案した．さらに，

小濱ら23)は同じ問題に対して巡回費用を考慮し，費用

とリスクの最小化を実現する最適巡回頻度と経路を選

定する手法を提案している．また，堀ら21)は，下水道

施設に着目し，その中でも硫酸腐食が深刻な問題とな

るコンクリート版の最適補修戦略を検討した．具体的

には，直接的費用とリスク費用の総和で定式化される

期待ライフサイクル費用を最小化する最適点検間隔の

決定手法を提案している．期待ライフサイクル費用評

価に際しては，マルコフ劣化ハザードモデルによる予

測結果と連動した形でモデル化がなされている．ただ

し，以上の既往の研究においては基本的に，膨大な数

の道路区間や部材を独立した要素の集合と捉え，それ

らの最大リスクやリスクの総和に焦点が当てられてお

り，複数要素が依存関係にある構造系全体としてのシ

ステムリスクという概念が希薄であった．

一方で，複数部材により構成される長大橋のリスク

を考える際には，長大橋全体リスクに直結するような

部材を抽出し，そのような部材や部材グループの劣化

が，長大橋全体のリスクに発展する可能性を記述する

ことが重要な課題となる．このような問題に関しては

一般的にフォルト・ツリー分析が適用される．フォル

ト・ツリー分析に関しても，膨大な研究の蓄積24)があ

り，原子炉故障解析をはじめとして数多くの適用事例

が存在する．土木工学の分野でも，すでに適用事例が

いくつか見出せる25),26)．これらの研究では，個々の要

素（部材）の故障（劣化）確率が，システム（構造物）

全体のリスク発生確率に及ぼす影響を分析し，システ

ム（構造物）の信頼性や冗長性を静学的に分析するこ

とに主眼が置かれている．また，個々の要素の故障確

率が与件的に設定されることが多く，実際の故障履歴

データを反映しているケースは極めて少ない．これに

対して，長大橋の部材の劣化に伴う劣化確率の増加が，

長大橋全体の安全性，利用者や社会に及ぼす影響を分

析することを目的とした動的フォルト・ツリー分析に

関してはそれほど研究が蓄積されていない．システム

の動的フォルト・ツリー分析に関しては，山本ら27)が

高速道路の管制システムにフォルト・ツリー分析を適

用した事例を除いて，簡単な構造を有するシステムを

対象とした分析のみが行われているのが実情である28)．

本研究では，ハザード率が異なる多様な部材で構成

されているような長大橋を対象として，実用的な動的

フォルト・ツリー分析モデルを提案することを目的と

する．さらに，劣化ハザードモデルと連動し，点検手

法，間隔および補修工法を政策変数とするライフサイ

クル費用最小化モデルを提案する．その上で，動的フォ

ルト・ツリー分析により算出された長大橋のリスクと，

ライフサイクル費用最小化モデルにより算出されたラ

イフサイクル費用の 2つを評価軸として，長大橋の最
適な点検間隔を決定する．なお，本研究では，長大橋

に対する目視点検を中心として方法論を展開する．し

たがって，「リスク」という用語は「目視点検で設定さ

れた管理限界を超える（健全性が最も劣るランクの健

全度に到達する）リスク」と定義し，以下目視点検上

の管理リスクと称する．なお，健全性が最も劣るラン

クとは，阪神高速道路の場合，後の表-3に示す健全度

S1，S2，Aを意味する．さらに，フォルト・ツリーで
算出するリスク発生確率は，フォルト・ツリーを構成す

る部材個々に対して健全性の劣る健全度（S1，S2，A）
に到達する確率を算出し，それらを 5.(3)で述べるフォ

ルト・ツリーの頂上事象の算出ルールに従って全ての

部材に対して集計した確率を用いることとする．した

がって，本研究では長大橋の構造安全性に直結する類

の損傷の発生を想定していないことを断っておく（あ

くまでも，目視点検で健全性が最も劣るランクの健全

度と評価される損傷を対象とする）．ただし，現実問題

として現時点における点検の主体は目視点検であるこ

とを勘案すれば，実務を通して獲得できる情報に基づ

き長大橋の最適点検政策に関する意思決定を行うため

の方法論を提案する点に本研究の工学的価値を見出せ

るものと考えている．なお，構造安全性に関わるリス

クを想定した方法論の構築も，基本的には本研究の延

長線上に位置するが別の機会に改めて発表したい．

(3) 目視点検に基づく長大橋のマネジメント

社会基盤施設に対する最適点検・補修政策は，直接的

費用とリスク発生に伴う損失（以下，リスク費用）の

トレードオフ問題を定式化した期待ライフサイクル費

用を最小化することで，一意に決定することが可能で

ある．リスク費用は具体的に，

リスク費用 =損害×発生確率 (1)
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図–1 研究の基本的な枠組み

と定義できる．しかし，上式から明らかなように，リス

ク費用を算出するためには，まずリスクの発生がもた

らす損害を費用換算する必要性があり，その妥当性に

対する判断が難しい場合が多い．実際に，本研究にお

けるリスク発生確率の算出に際して，長大橋のフォル

ト・ツリーを作成し，最終的に長大橋全体のリスク発生

確率の算出を試みるが，本研究でいうリスクは上述し

たように，目視による管理限界を超えるリスク（目視

点検の結果として与えられる S1，S2，Aランクの健全
度に到達するリスク）である．そのようなリスクが発

生したとしても長大橋の構造安全性に影響を及ぼすに

は至らず，各部材の補修が必要となる程度である．し

たがって，リスク費用を算出する際に必要となる，フォ

ルト・ツリーの頂上事象の発生に伴う費用（損害）を

どのように積算すればよいかという疑問が生じる（例

えば，頂上事象を長大橋の落橋相当に設定できるので

あれば，リスク発生に伴う費用は長大橋の大規模補修

費用や更新費用として見積もることができる）．以上の

ような理由から，本研究では期待ライフサイクル費用

を算出することが困難となる．また，期待ライフサイ

クル費用を最小化する最適点検・補修政策，特に最適

点検間隔を一意に決定してしまうことの安易さも実務

では懸念材料となる．すなわち，最適点検間隔の数値

のみが強調され，数値よりも重要な，数値の妥当性等

に関する技術者間の議論が希薄になることが懸念され

る．そこで本研究では，点検や補修などの直接的費用

のみを考慮したライフサイクル費用と，リスク費用に

換算する以前のリスク発生確率をそれぞれ算出し，こ

れら 2つの評価軸を設けた上で最適点検・補修政策の
あり方を議論できる方法論を構築することが望ましい

と判断した．

図-1に本研究の基本的な枠組みを示す．長大橋に対

する目視点検が方法論全体の核となり，目視点検データ

を用いてマルコフ劣化ハザードモデルを推計する．マ

ルコフ劣化ハザードモデルによる統計的劣化予測結果

を利用して 2つのフェーズを展開する．第一フェーズ
はライフサイクル費用評価（図中，右側の青囲み）で

ある．ライフサイクル費用には点検，補修の他，管理

者として定期的な支出を見込んでおくべき直接的費用

（例えば，塗装，道路舗装の打換え，ジョイントの取替

え等があるが，本研究では後述するフォルト・ツリーの

構成から塗装費用のみ）を考慮しており，点検政策や補

修政策を決定することが課題となる．ただし，通常は

ライフサイクル費用を検討する際には後者の補修政策

（どの段階でどの補修工法を適用するか）の決定が重要

となる．これは点検手法や点検間隔はすでに点検マニュ

アル等で定められているケースが多いためである．長

大橋の場合にも点検マニュアルは存在するが，当該橋梁

のみを対象に作成されたマニュアルであることが多い．

本研究の動機となったように，1橋を対象としたマニュ
アルであるがゆえに，長大橋の重要性と希少性を考え

ると，橋梁の現状を反映させた内容に逐次修正してい

くことも比較的容易である．また，その一方で特殊構

造であるので損傷形態は多様であるが，各損傷に対す

る補修工法は過去の実績として 1種類であった．した
がって，長大橋に関しては補修政策よりも点検政策に

高度な工学的判断が求められる．一方，第二フェーズ

はリスク発生確率の算出を行うリスク評価（図中，左

側の青囲み）である．リスク発生過程をフォルト・ツ

リーで表現するとともに，末端事象の劣化確率をマル

コフ劣化ハザードモデルに基づき算出し，その発生確

率を用いてフォルト・ツリーにより長大橋の目視点検

土木学会論文集F4（建設マネジメント）, Vol. 67, No. 2, 74-91, 2011.

77



上の管理限界リスクの発生確率を算出する．最終的に，

ライフサイクル費用とリスク発生確率を同時に勘案し

ながら，最適点検政策を決定する．

3. 集計的マルコフ劣化ハザードモデル

(1) モデルの基本的な考え方

本研究では，長大橋の劣化・補修過程をマルコフ連鎖

モデルとしてモデル化し，ライフサイクル費用を最小

化するような最適点検・補修モデルを定式化する．従来

より，社会基盤施設の劣化過程をマルコフ連鎖モデルと

してモデル化したような最適点検・補修モデル29)−31)

が提案されている．そこでは，対象とする社会基盤施設

や部材の劣化状態を，離散的な状態変数で記述し，状

態変数から状態変数へ推移する確率を制御する政策変

数として補修政策をモデル化している32),33)．しかし，

本研究で対象とするような長大橋では部材数が多いと

は言え，ある単一の部材や部位に着目し，非集計的にマ

ルコフ劣化ハザードモデルを推計するほど十分なデー

タを蓄積することは困難である．現実問題として，部

材の点検記録が健全度の割合等のような集計的情報と

して利用せざるを得ないのが現状である．

そこで，はじめに劣化予測に関しては，非集計的に

マルコフ劣化ハザードモデルを推計することを諦める

一方で，非集計的推計ではデータ数の問題で推計精度

が低下するような場合に対しても推計が可能となる集

計的推計手法を示す．集計的手法に関しては，補修面

積率という集計的情報からマルコフ劣化ハザードモデ

ルを推計した堀ら21)の研究がある．本研究ではこの方

法を基本として，長大橋部材の劣化過程を健全度の割

合という集計的状態変数を用いたマルコフ連鎖モデル

として直接モデル化を行う．その結果，長大橋の最適

点検・補修政策モデルを，集計的マルコフ決定モデル

として定式化することが可能となる．また，本モデル

を採用することで，個々の構造物の健全度に関する情

報量が少ない場合であっても，点検実施年度において，

各健全度が当該部材総数に占める相対的な割合が蓄積

されているような場合には劣化予測が可能となる．

さらに，マルコフ決定モデルの状態変数としても，こ

のような集計的状態変数を用いることが必要となる．そ

の上で，長大橋部材の劣化・補修過程を，集計的状態

間の推移状態に着目してモデル化する．このような集

計的マルコフ決定モデルに関しても，いくつかの研究

事例が存在する．青木らは道路付帯施設のアセットマ

ネジメントを対象とした集計的マルコフ決定モデルを

提案している34),35)．本研究で提案する最適点検・補修

モデルも，基本的には青木らの集計的マルコフ決定モ

デルの考え方を踏襲している．

(2) モデルの前提条件

長大橋部材の劣化過程をモデル化する．本研究では，

対象とする長大橋を構成するすべての部材を，時間軸

上における同一時刻において同時に点検・補修するよう

な問題を考える．いま，カレンダー時間軸上に等間隔

に設けられた離散的な時刻において点検を実施し，必

要な場合には部材の補修を同時に実施するような管理

業務を考える．初期時刻 t0に，対象とする長大橋が新

規に建設されたと考える．さらに，初期時刻 t0を起点

とし，無限遠に続く離散的時間軸

tzr = t0 + rz (r = 0, 1, · · ·) (2)

を導入する．ここに，添え字 r (r = 0, 1, · · ·)は点検・補
修間隔 z の離散的時間軸における時刻番号を表す．点

検・補修間隔 zは政策変数である．

長大橋は劣化特性の異なる複数の部材で構成される．

いま，長大橋が L種類の部材グループ（あるいはフォ

ルト・ツリーの末端事象）で構成されていると考える．

このとき，対象とする部材の中から，ある代表的な部

材グループ l (l = 1, 2, · · · , L)に着目する．当該グルー
プの部材総数はKlである（ただし，これ以降は 4.(3)

まで表記を単純化するために lは略記する）．点検デー

タに基づいて劣化・補修過程を推計するに際して，長大

橋の場合には前述したように，部材ごとの点検データ

（非集計的情報）を用いてマルコフ連鎖モデルを推計で

きるほどのデータを蓄積することは困難である．実際

には，健全度ごとの部材総数に対する割合である健全

度別相対頻度分布（以下，健全度分布と呼ぶ）に関す

るデータのみが利用可能である．本研究では，健全度

分布という集計化された情報を用いて，部材の劣化・補

修過程をモデル化する．このような集計化操作に関し

ては，のちに 3.(4)で議論することとし，当面の間，部

材ごとの健全度データが入手可能として議論を進める．

部材 k (k = 1, · · · , K)の健全度をM 個の離散的な

レーティング指標 i (i = 1, · · · ,M)で表現する．ただ
し，レーティング指標 iの値が大きくなるほど，劣化が

進展していることを表す．時刻 tzr における部材 k (k =
1, · · · ,K)の健全度を状態変数

hk(tzr) = i (k = 1, · · · , K; r = 1, · · ·) (3)

を用いて表現する．ある部材の劣化過程は，状態空間

KM = {1, · · · ,M}上で定義されるマルコフ過程に従う
と仮定する．さらに，同種類の部材の推移確率は同一

であると考える．部材が異なれば，推移確率は異なる．

時刻 tzr = t0 +rzにおいて，部材 kの劣化状態が hk(tzr)
であり，かつ時刻 tzr+1において劣化状態 hk(tzr+1)に推
移する条件付確率を

Prob[hk(tzr+1) = j|hk(tzr) = i] = pij (4)

で表す．pij は，2つの状態変数 iと j の間の推移確率
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である．推移確率 pijは点検・補修間隔 zに依存するが，

記述の簡便化のために点検・補修間隔 z を省略してい

る．健全度M は吸収状態であり，補修をしない限り健

全度M の状態に留まると考える．すなわち，pMM = 1
が成立する．劣化確率の定義より，

M∑
j=i

pij = 1　 pij = 0(i > j の場合) (5)

が成立する．ここで，部材の推移確率行列を定義する

と，推移確率行列 P は

P =


p11 p12 · · · p1M

0 p22 · · · p2M

...
...

. . .
...

0 0 · · · pMM


(6)

と表すことができる．

(3) マルコフ劣化ハザードモデル

マルコフ推移確率は，マルコフ劣化ハザードモデル

を用いて推計できる．マルコフ劣化ハザードモデルの詳

細は参考文献 4)に譲り，ここではモデルの概要のみを
説明する．いま，説明の便宜上，再びある部材 kの劣化

過程に着目する．部材 kの健全度 i (i = 1, · · · ,M − 1)
の寿命 (その健全度が継続する時間長) を確率変数 ζk

i

で表す．健全度 iの寿命が，確率密度関数 fk
i (ζk

i )，分
布関数 F k

i (ζk
i )に従うと仮定する．対象とする部材にお

いて，健全度が変化した時刻 tki (i = 0, · · · , M − 1)を
起点とする時間軸 (以下，サンプル時間軸と呼ぶ) を考
える．健全度 iのサンプル時間軸上で，カレンダー時刻

tki−1からの経過時間を yk
i と表記する．定義より，時刻

tki−1 では yk
i = 0となる．ここで，時刻 tki−1 に健全度

が iとなり，そこから時間 yk
i が経過した時刻において

健全度が i + 1に変化する確率密度を指数ハザード関数

λk
i (yk

i ) = λk
i (7)

を用いて表現する．指数ハザード関数を用いることに

より，劣化過程が過去の履歴に依存しないというマル

コフ性を表現できる．指数ハザード関数を用いれば，健

全度 iの寿命が yk
i 以上となる確率 F̃ k

i (yk
i )は，

F̃ k
i (yk

i ) = exp(−λk
i yk

i ) (8)

と表現できる．したがって，時刻 trk
において健全度が

iと判定され，次の点検時刻 trk+1 = trk
+ zrk

において

も健全度が iと判定される確率は，

pk
ii = exp(−λk

i zrk
) (9)

となる．ただし，zrk
は 2つの点検・補修時刻の間隔を

表す．さらに，点検時刻 trk
と trk+1 の間で健全度が i

から j (> i)に推移するマルコフ推移確率 pk
ij(zrk

) (i =

1, · · · ,M − 1; j = i, · · · ,M)は，

pk
ij(zrk

) = Prob[h(trk
) = j|h(trk−1) = i]

=
j∑

m=i

m−1∏
s=i

λk
s

λk
s − λk

m

j−1∏
s=m

λk
s

λk
s+1 − λk

m

exp(−λk
mzrk

)

(i = 1, · · · , M − 1; j = i + 1, · · · ,M) (10)

と表すことができる4)．ただし，表記上の規則として，
∏m−1

s=i
λk

s

λk
s−λk

m
= 1 (m = iの時)∏j−1

s=m
λk

s

λk
s+1−λk

m
= 1 (m = j の時)

が成立すると考える．さらに，表記の便宜上，
j−1∏

s=i, ̸=m

λk
s

λk
s − λk

m

exp(−λk
mzrk

)

=
m−1∏
s=i

λk
s

λk
s − λk

m

j−1∏
s=m

λk
s

λk
s+1 − λk

m

exp(−λj
mzrk

)

と簡略化する．また，pk
iM (ztk

)に関しては，マルコフ
推移確率の条件より次式で表せる．

pk
iM (zrk

) = 1 −
M−1∑
j=i

pk
ij(zrk

) (11)

(i = 1, · · · ,M − 1)

(4) モデルの推計方法

マルコフ劣化ハザードモデル (9),(10)を，点検履歴
情報 Θを用いて推計する方法を提案する．再び，部材
k (k = 1, · · · ,K)に着目する．部材 k の劣化過程を特

徴づけるハザード率 λk
i (i = 1, · · · , I −1; k = 1, · · · ,K)

は施設の特性ベクトルに依存して変化すると考え，ハ

ザード率 λk
i を特性ベクトル xk を用いて

λk
i = xkβ′

i (12)

と表す．ただし，βi = (βi,1, · · · , βi,H)は未知パラメー
タ βi,h (h = 1, · · · ,H)による行ベクトル，記号「′」は

転置操作を表す．また，xk
1 = 1より，βi,1 は定数項を

表すので，特性変数の数はH − 1となる．ここで，前
回の点検時刻 t̄rk−1 における健全度分布を

πrk−1 =
(
πrk−1

1 , · · · , πrk−1
M

)
(13)

と表す．ただし，πrk−1
i (i = 1, · · · ,M) は，点検時刻

t̄rk−1において，部材 kの全部材数に対して健全度 iの

部材数が占める割合を表す．また，　は観測値である

ことを意味する．時刻 t̄rk−1 と時刻 t̄rk
= t̄rk−1 + z̄rk

において点検・補修間隔 z̄rk
における推移確率行列を

pk(z̄rk
) =


pk
11(z̄rk

) · · · pk
M1(z̄rk

)
...

. . .
...

pk
M1(z̄rk

) · · · pk
MM (z̄rk

)

 (14)

と表せば，時刻 t̄rk−1で評価した時刻 t̄rk
における健全

度別相対頻度の予測値 πrk
i は，

πrk
i = πrk−1pk(z̄rk

) (15)
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と表される．式 (15)を具体的に書けば，

πrk
j =

j∑
i=1

πrk−1
i pk

ij(z̄rk
) (r = 1, · · · , I) (16)

となる．行和と列和の順序を入れ替えれば，相対頻度

πrk
j に関して，

I∑
j=1

πrk
j =

I∑
j=1

j∑
i=1

πrk−1
i pk

ij(zrk
)

=
I∑

i=1

I∑
j=i

πrk−1
i pk

ij(zrk
) =

I∑
i=1

πrk−1
i = 1

が成立する．ここで，時刻 t̄rk
において観測された健全

度分布の観測値を ērk
j と表す．このとき，観測値ベク

トル

erk
= (ērk

1 , · · · , ērk

M ) (17)

が生起する確率密度 (尤度) Lrk
(θrk

: β)は，多項分布

Lrk
(θrk

) = f(ērk
) =

Sk!
ērk
1 ! · · · ērk

M !

M∏
j=1

(πrk
j )ē

rk
j (18)

と表される．したがって，観測値が生起する同時生起

分布は

L(Θrk
) =

K∏
k=1

T k∏
rk=1

f(ērk
) ∝

K∏
k=1

T k∏
rk=1

M∏
j=1

(πrk
j )ē

rk
j (19)

と表される．ただし，πrk
j は式 (16)で表される．さら

に，式 (16)に含まれる推移確率 pk
ij(z̄rk

)が，マルコフ
劣化ハザードモデル (9),(10)を用いて表現されること
に着目する．推移確率 pk

ij(z̄rk
)が，ハザード率 (12)の

未知パラメータ β = (β1, · · · , βM−1) の関数であるこ
とを明示的に示すために pk

ij(z̄rk
: β)と表記する．した

がって，対数尤度関数は（定数項を省略すれば），

lnL(Θ : β) =
K∑

k=1

T k∑
rk=1

M∑
j=1

ērk
j ln πrk

j

=
K∑

k=1

T k∑
rk=1

M∑
j=1

ērk
j ln

{
j∑

i=1

πrk−1
i pk

ij(z̄rk
: β)

}
(20)

と表される．対数尤度関数 (20)を最大にするようなパ
ラメータ値 βの最尤推定量は，

∂ lnL(Θ : β̂)
∂βih

= 0 (21)

(i = 1, · · · ,M − 1;h = 1, · · · ,H)

を同時に満足する β̂ =(β̂1,1, · · · , β̂i,h, · · · , β̂M−1,H)とし
て与えられる．さらに，パラメータの漸近的な共分散

行列の推定量 Σ̂(β̂)は，

Σ̂(β̂) =

[
∂2 lnL(Θ : β̂)

∂βih∂βi′h′

]−1

(22)

と表すことができる36),37)．ただし，上式の右辺の逆

行列は ∂2 lnL(Θ : β̂)/∂βih∂βi′h′ を要素とする (M −

1)H × (M − 1)H 次の Fisher情報行列37)の逆行列であ

る．パラメータの最尤推定量は，(M −1)H次元の非線
形連立方程式 (21)を解くことにより得られる．本研究
では，ニュートン・ラフソン法により最尤推定量を求め

ることとした．最尤推定量 β̂を求めれば，共分散行列

の推定量 Σ̂(β̂)を用いて t−検定統計量を推定できる．

4. ライフサイクル費用最小化モデル

(1) 補修政策

「補修政策」の内容は，長大橋を構成する主要部材 k

の各健全度 j (j = 1, · · · ,M)に対して選定された補修
工法に基づいた「補修アクション」と「補修費用」の組

により記述される．

管理者は，劣化した部材の健全度を回復するために

補修工法を選定する．健全度に応じて補修工法を決定

するルールを「補修アクション」と呼ぶ．いま，部材 k

の補修アクションベクトル ηξ を，

ηξ =
(
ηξ(1), · · · , ηξ(M)

)
(23)

と表す．ここに，補修政策 ξ ∈ Ξは，各健全度 j に対

して，その時点で実施する補修アクションを指定する

一連のルールを表す．また，Ξは部材 k に対して適用

可能な補修政策の集合を表す．補修政策 ξ を構成する

補修アクション ηξ(j) ∈ η(j)は，健全度 j に対して補

修を実施し，健全度が ηξ(j)に推移することを意味す
る．例えば，ηξ(j) = j′ は健全度 j が観測された時に

補修を実施し，健全度 j′ まで回復するというアクショ

ンを表現する．η(j)は健全度 j の部材 kに対して採用

可能な補修アクションの集合を表し，補修アクション

集合と呼ぶ．補修アクション集合には，「補修をしない」

というアクションも含まれ，ηξ(j) = jと表される．い

ま，時刻 tzr において点検・補修が実施された直後の部

材 kの健全度を状態変数 h̃k(tzr)を用いて表す．つぎに，
時刻 tzr+1 に点検が実施される．点検後（補修アクショ

ンが実施される前）の施設状態を hk(tzr+1)と表す．つ
ぎに，補修政策 ξ ∈ Ξに従って，補修アクションが実
施された後の状態変数は h̃k(tzr+1) = ηξ(hk(tzr+1)) と
表される．このとき，部材の劣化・補修過程は，1) 時
刻 tzr の補修後の状態変数ベクトル h̃(tzr) = {h̃k(tzr) :
k = 1, · · · ,K}，2) 時刻 tzr+1 の点検後に観測される状

態変数ベクトル h(tzr+1) = {hk(tzr+1) : k = 1, · · · ,K}，
3) 時刻 tzr+1 の補修後に定義される状態変数ベクトル

h̃(tzr+1) = {h̃k(tzr+1) : k = 1, · · · , K}を用いて記述で
きる．

つぎに，補修アクション ηξに必要となる部材 kの補

修費用を費用ベクトル cξ = (cξ(1), · · · , cξ(M))により
表す．部材 kの健全度を j から j′ (1 ≤ j′ ≤ j)へ回復
させるための補修費用を cj′

j と表せば，ηξ(j) = j′の時，
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cξ(j) = cj′

j が成立する．このとき，補修費用は条件

cj′

j ≤ · · · ≤ cj′

m ≤ · · · ≤ cj′

M (24)

(j ≤ m ≤ M ; j′ = 1，· · ·，j)

を満足すると仮定する．このことは補修前の健全度が悪

い方が同一の健全度に回復するための費用が大きくなる

ことを意味する．さらに，部材 kの補修政策 ξ ∈ Ξの内
容は，各健全度 jに対して採用する補修アクション ηξ(j)
と補修費用 cξ(j)の組 (ηξ(j), cξ(j)) (j = 1, · · · ,M)に
より記述される．ただし，社会基盤施設の任意部材の

損傷に対して補修工法が豊富に存在していることは希

であり，現実的に設定することができる補修政策はた

かだか有限個である．

(2) 劣化・補修過程のモデル化

補修政策 ξ ∈ Ξ に基づく補修アクションの内容は，
部材 kの健全度 hk(tzr+1)に対して，上述した補修アク
ションルールによって記述される．いま，点検後の部

材 kの状態を hk(tzr+1) = j とする．さらに，補修政策

ξを適用することにより，補修前後の当該部材の損傷状

態は変化するが，このような損傷状態の推移関係を

qξ
jj′ =

{
1 ηξ(j) = j′

0 それ以外の時

(j = 1, · · · ,M ; j′ = 1, · · · , j) (25)

と定義する．つまり，補修が実施された後の健全度は

確率 1で健全度 j′に推移し，補修が実施されない場合

は，確率 1で健全度 j に止まることを示している．以

上の推移確率をQξとして整理することにより，次式を

得る．

Qξ =


qξ
11 qξ

12 · · · qξ
1M

qξ
21 qξ

22 · · · qξ
2M

...
...

. . .
...

qξ
M1 qξ

M2 · · · qξ
MM

 (26)

以上のような補修政策の下で管理される長大橋部材

k の劣化・補修過程を健全度分布の推移として表現す

る．部材 kに対する目視点検が z 期ごとに実施される

と想定する．このとき，基本期間（t ≤ z が成立する，

例えば t = 1期間）のマルコフ推移確率行列を用いて，
任意時点 T における健全度分布 sT,ξ

k は，

sT,ξ
k = s0,ξ

k P z−1{QP z}ℓ−1QP τ+1 (27)

と表される（ただし，P はマルコフ推移確率行列であ

り，P とQの添字 kと ξは略記している）．ここで健

全度分布 sT,ξ
k は，補修政策 ξを採用したときに，時点

t = T における健全度分布を示した行ベクトルである．

また，上式中の ℓは時点 T までの点検回数，τ は最終点

検の実施時点から時点T までの期間であり，T = ℓ·z+τ

が成立する．ただし，初期時点 t = 0において目視点

検と補修が実施されるものと考える（この初回目視点

検と補修は ℓにはカウントしない）．さらに，本研究

においてはより単純化するために，1）健全度 1では補
修を実施しない；ηξ(1) = 1，2）いずれの補修工法を
用いた場合であっても健全度は 1 に完全に回復する；
ηξ(j) = 1 (j = 2, · · · , J)という 2つの仮定を設ける．
なお，このような仮定を設けたとしても 6．の適用事例

も含めて大半の問題に対しては実用性を損なうほどの

影響はないものと考えている．上記の仮定を設けない

一般的な劣化・補修過程に関しては参考文献5)を参照さ

れたい．ちなみに補修政策を考慮しない単純な劣化過

程を健全度分布の推移で表現する場合には，Qを単位

行列と考え，次式を得る．

sT
k = s0

kP z−1{P z}ℓ−1P τ+1

= s0
kP ℓz+τ = s0

kP T (28)

(3) ライフサイクル費用の算出

現在時点における健全度分布 s0,ξ
k ，劣化過程に関す

る推移確率行列 Pk，補修政策 ξ，目視点検・補修の実

施間隔 z が決まれば，将来時点 tの健全度分布 st,ξ
k を

求めることができる．さらに，この健全度分布に対し，

各部材の補修費用を用いることで，対象期間における

ライフサイクル費用を算出することが可能となる．対

象とするK 個の部材全てに対して補修戦略 ξ ∈ Ξ，目
視点検・補修の間隔 zを採用した場合を想定する．任意

の部材 k に対する現在時点の健全度分布を s0,ξ
k ，劣化

過程に関する推移確率行列を Pkとすると，将来時点 t

の健全度分布 st,ξ
k が前節の方法により求まる．

ここで，時点 tにおいて補修が実施される場合に生じ

る費用に着目する．補修戦略 ξ ∈ Ξに基づいて各健全
度における補修の実施の有無，補修工法が決まり，各健

全度における補修費用 cξ
k = (cξ

1, · · · , c
ξ
J)が定まる．こ

のとき，部材 kの時点 tにおける期待補修費用は，

CM t,ξ
k = δt,zst,ξ

k {cξ
k}

T (29)

となる．式中 δt,z は，点検・補修の実施の有無を表す

ダミー変数であり，

δt,z =

{
1 点検・補修が実施される場合

0 点検・補修が実施されない場合
(30)

と定義できる．ここで 3.(2)で略記した部材グループ

に対する添え字 l (l = 1, 2, · · · , L)を再び考慮する．合
計 Lの部材グループで構成される長大橋の T 期間のラ

イフサイクル費用は，

LCCT,ξ(z, w)

=
T∑

t=0

1
(1 + ρ)t

[δt,z

{
L∑

l=1

Kl∑
kl=1

st,ξl

kl
{cξl

kl
}T + w

}
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+
U∑

u=1

δt,uCu] (31)

と表せる．ただし，式中 ρは割引率，wは 1回あたりの
長大橋の目視点検費用であり，Cuは目視点検以外に定

期的に必要となる費用，例えば塗装費用等である．ま

た，δt,u は式 (30)と同様のダミー変数であり，当該費
用Cuの発生を示す．以上より，ライフサイクル費用最

小化を達成する点検間隔，補修政策を求める最適な点

検・補修政策モデルは，

min
z,w,ξ

{
LCCT,ξ(z, w)

}
(32)

と定式化できる．通常，最適点検・補修政策を考える場

合には，点検政策として点検間隔 z，補修政策として ξ

を決定する問題に帰着できる．ただし，本研究のよう

な長大橋の場合には後に 6.で示すように点検手法も複

数考えられる．したがって，モデルの定式化において

点検費用 wも政策変数として採用していることに留意

されたい．なお，本研究では具体的な点検手法として，

検査車を使用する場合と使用しない場合を考えている

が，検査車を使用する場合を基本として，検査車を使

用しない場合であっても同程度の近接目視が可能とな

るように点検足場費を計上することとした．そのため，

点検手法の相違により損傷・劣化の検出精度に差は生

じないものと考え，点検手法の相違は点検費用のみに

反映させた．また，一般的には上述の方法によりライ

フサイクル費用最小化を達成する政策が最適点検・補

修政策となるが，本研究では 5.で述べるリスクも考慮

した上で最適点検・補修政策を決定する．

5. フォルト・ツリー分析

(1) フォルト・ツリー分析の目的

本研究の分析対象とする長大橋は，膨大な数の部材

で構成される複雑な構造系である．これらの部材の劣

化確率は時間経過とともに増加するために，長大橋全

体のリスク発生確率も増加する．さらに，部材の劣化

過程は多様に異なるために，劣化過程の不確実性を考

慮した劣化予測を行う必要がある．したがって，現状の

長大橋および部材の劣化発生過程をモデル化して，フォ

ルト・ツリー分析を通して目視点検上の管理限界リス

クの計量化を行うことで，将来の長大橋の点検・補修

計画を立案するための基礎的情報を提供することがで

きる．

本研究では，ある特定の長大橋を対象としたフォル

ト・ツリーを構築する．その際に，目視点検における管

理限界リスクの発生をフォルト・ツリーの頂上事象と

して設定する．なお，本研究では，長大橋の常時の点

検政策を対象としている．地震や事故などの突発的事

象に起因するリスク発生は考慮しない．突発的事象を

考慮したリスク分析を行うためには，構造安全性の評

価が不可欠であり，本研究の域を大きく超えるために，

構造安全性リスク評価とともに別の機会に発表したい

と考えている．

(2) フォルト・ツリーの構成

フォルト・ツリー分析（以下，FTAと略記）は，部
材レベルの劣化事象の発生が長大橋全体のリスクに発

展するメカニズムを階層的に表現し，下位のレベルに

ある劣化事象の発生確率に基づいて，分析対象とする

システム全体の管理限界リスクを評価するための手法

である．原子炉故障解析や航空工学などの分野の設計

段階において多くの適用事例が存在している24)．FTA
では，はじめに，対象とする長大橋の全体としての限

界状態を表す事象（頂上事象）を設定する．さらに，下

位のレベルの劣化事象の発生と，頂上事象が発生する

条件や因果関係を明らかにし，下位の劣化事象の発生

が頂上事象の発生に展開する可能性をフォルト・ツリー

を用いて表現する．事象間の因果関係を，ANDゲート
と ORゲートという論理構造を用いて表現することが
可能である．下位事象の発生確率を用いて，より上位

の劣化事象や頂上事象の発生確率を逐次算出すること

ができる．さらに，頂上事象とその要因である下位事

象の発生確率に基づいて，システムの安全性，信頼性

を向上させるための対策方法を検討することが可能で

ある．

6．の適用事例で取り上げる長大橋Aのフォルト・ツ
リーを図-2に示す．同図は，長大橋の常時における目

視点検上の管理限界リスクの発生過程を，管理限界に

影響を及ぼす部材の劣化事象によって構成したもので

ある．目視点検における管理限界を頂上リスクに設定

すれば，目視点検対象となる部材全てが下位事象とし

て列挙されることになるが，本研究においては最終的

に長大橋の構造上の安全性にいずれ影響を及ぼすと考

えられる事象のみを選定することとした（目視点検で

は利用者に対する走行安全性や第三者被害についても

着目しているが，本研究のフォルト・ツリーではこれ

らを末端事象として考慮していない）．対象とした長大

橋 Aの例では，管理限界に影響を及ぼす部材損傷とし
て，「支承の損傷」「タワーの損傷」「桁の損傷」「ケーブ

ルの損傷」「下部構造の損傷」をあげ，最終的には部材

レベル（末端事象）の腐食やき裂など，それ以上要因

を特定できない損傷まで遡っている．同図より明らか

なように，今回のフォルト・ツリーにおいて各末端事

象の関係は ORゲートのみにより表現されている．厳
密には ANDゲートで構成される部材損傷関係もある
ものと考えられるが，本研究で扱う目視点検上の管理
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図–2 長大橋 Aのフォルト・ツリー

図–3 フォルト・ツリーの基本事例

限界の範囲内では ORゲートのみで整理することが可
能であった．ただし，より精緻なフォルト・ツリーにつ

いても，同様の手順を繰り返すことによってモデル化

可能である．

(3) 頂上事象の発生確率と期待影響度算定

静学的 FTAでは，フォルト・ツリーを構成する部材
レベルにおける損傷発生確率を与件として，長大橋の

管理限界（頂上現象）の発生確率を計算することが重

要な課題となる．いま，図-3に示すような単純なフォ

ルト・ツリーに着目し，より上位の故障事象が発生す

る確率の計算方法を説明する．

頂上事象としてA，中位事象としてB，C，末端事象
として D，Eを考える．いま，末端の損傷事象 Dと E
の損傷状態を，それぞれ状態変数 δD，δE を用いて表

す．ただし，δD，δE は，それぞれ損傷事象D，Eが管
理限界に到達している（補修対象となっている）場合

に 1を，そうでない場合に 0となるダミー変数である．
このとき，一階層上位の中間事象 Bの発生事象を表す

状態変数（ダミー変数）δB が，劣化事象 Dと Eに関
する「OR事象（事象 Dと Eのどちらか一方が生起し
た場合に生起する事象）」の場合

δB = δD + δE (33)

と表される．ただし，演算子「+」はブール則に従い，
1 + 1 = 1が成立する．つぎに，頂上事象Aは，中間事
象 Bと Cに関する「AND事象（事象 Bと Cの両方が
生起した場合に生起する事象）」であり，

δA = δB × δC (34)

と表される．また，事象 A と事象 B が生起する確率
P (A), P (B)は，それぞれ

P (A) = P (B)P (C) (35a)

P (B) = P (D) + P (E) − P (D ∩ E) (35b)

と表される．

本件で対象とするような OR事象で構成されるフォ
ルト・ツリーに関しては，式 (35b)で表される同時生起
確率を計算する必要がある．特に長大橋は数多くの部材

で構成されることから，式 (35b)を直接計算した場合，
非常に煩雑となる．そこで，K個の末端事象（同一部材

グループの損傷）で構成されるフォルト・ツリーの中位

事象，例えば図-3の事象Bの発生確率を P (B)として，
次のように定式化する．任意の部材 k (k = 1, · · · ,K)
の劣化確率を P (k)とすると，式 (35b)で表される同時
生起確率 P (B)は，

P (B) = 1 −
K∏

k=1

(1 − P (k)) (36)

と表すことができる．
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長大橋の末端事象（部材の損傷）の発生確率を与件

として，以上の演算ルールを用いて，長大橋の頂上事象

が発生する確率を計算することができる．しかし，部

材劣化の累積的な発生確率は，初期時点からの経過時

間とともに動的に変化する．したがって，長大橋の頂上

事象の発生確率も時間とともに変化する．さらに，部

材が劣化した場合には，適宜補修され，健全度が回復

することになる．このような長大橋を構成する部材の

劣化・補修過程と，それに伴う長大橋のリスク発生確率

の動的変化を解析的に分析することが課題となる．こ

の点に関して，本研究ではすでに 4.で，補修政策 ξの

下で部材 k を管理したときの時点 tにおける健全度分

布 st,ξ
k を算出する方法を示した．末端事象である部材

k の目視点検による管理限界リスクの発生確率が目視

点検で設定された最も健全性の劣る健全度M の発生確

率と等価であることを考慮すると，上式 P (B)に相当
する部材グループ lのリスク発生確率 ℜt,ξ

l は，

ℜt,ξ
l = 1 −

Kl∏
kl=1

(1 − st,ξ
kl

(M)) (37)

と表せ，その時間的変化を把握することができる．フォ

ルト・ツリーが ORゲートのみで構成されている場合
には，これ以外の部材グループはもとより，より上位

事象や頂上事象のリスク発生確率も上式と同様の手順

で算出することができる．

6. 適用事例

(1) 解析の概要と条件

阪神高速道路では，昭和 49年に供用を開始した港大
橋を始めとして，合計 19橋の長大橋を管理している．
これらは建設年代や構造形式が多種多様であり，アセッ

トマネジメントを考える上で特殊橋梁として位置づけ

られている．本研究では，それらのうちの一つである長

大橋A（鋼斜張橋：1本柱 1面ケーブル箱桁形式，支間
長 149m+355m+149m=653m，片側 3車線）を対象と
して，そのライフサイクル費用と，目視点検上の管理

限界リスクの発生確率を勘案しながら，最適な点検政

策を決定する．ライフサイクル費用に関しては 4．で，

リスク発生確率に関しては 5．で提案した方法論によ

り算出する．ライフサイクル費用評価およびフォルト・

ツリーの末端事象における損傷の発生確率は，3．で示

したマルコフ劣化ハザードモデルをベースとし，同モ

デルを長大橋に対して実施された目視点検データを用

いて推計する（ただし，今回対象とした長大橋 Aにお
いては，腐食に対する目視点検データはある程度蓄積

されていたが，点検データが全くない損傷に対しては，

技術者の主観的判断により劣化モデルを作成したこと

を予め断っておく）．

表-1　費用内訳（補修関連）
溶接き裂 258

支承の損傷 添接腐食 66
ボルト腐食 57
ボルト折損 57
部材腐食 400

溶接き裂 2,068
タワーの損傷 　 添接腐食 527

　 ボルト腐食 459
　 ボルト折損 459
　 部材腐食 3,200

溶接き裂 24,036
桁の損傷 添接腐食 6,129

ボルト腐食 5,334
ボルト折損 5,334
部材腐食 37,200

腐食 791
ケーブルの損傷 ボルト腐食 688

ボルト折損 688
素線腐食破断 50,000
定着部抜け出し 50,000

溶接き裂 646
下部構造の損傷 　 添接腐食 165

　 ボルト腐食 143
　 ボルト折損 143
　 部材腐食 1,000
　 アルカリ骨材反応 2,000

注)単位は千円で，損傷一箇所当たりの費用を計上した．
例えば，溶接き裂の場合，き裂長が 10cm～50cm の損
傷に対して，当板補強を行うことを想定している．同じ

溶接き裂であっても部位によって補修費用が異なるのは，

補修足場等を考慮したためである．

ライフサイクル費用評価において，既に述べたよう

に通常は補修政策の決定が主要な課題である．しかし

本橋では，ある部材に生じた各種損傷に対する補修実

績を反映し，補修単価に関しては実績値の平均を用い

ることとした．したがって，部材と損傷を特定した補

修政策は現時点では固定的となるために，本研究は最

適点検政策（点検手法と点検間隔）の決定問題に帰着

される．点検政策に関しては，現状設置されている検

査車および検査用エレベータ（以下，検査車と略記）を

継続的に使用し，今後も検査車の使用を前提とした点

検を実施するか否か，さらに点検間隔を何年にするか，

という点検手法と点検間隔を決定することが実務上の

課題となっている．そこで点検政策 1として検査車使
用，点検政策 2として検査車不使用の 2案を設定した．
さらに，両政策において点検間隔は政策変数となる．ラ

イフサイクル費用評価において計上する費用は，補修

費用，点検費用：w，塗装費用：C1，初期投資費用（設

置から 25年が経過し，老朽化した検査車の初期時点に
おける撤去・新設費）：C2，中期投資費用（検査車の初

期時点以降の撤去・更新費用）：C3，メンテナンス費用

（検査車の点検・補修費用）：C4 である．

各費用項目ごとに詳述する．なお，以下の各費用に

土木学会論文集F4（建設マネジメント）, Vol. 67, No. 2, 74-91, 2011.

84



表-2　費用内訳（点検，塗装および検査車関連）
点検政策 1 点検政策 2
検査車あり 検査車なし

点検費用：w 16,880 71,924
（そのうちの足場費用） (0) (42,144)

塗装費用：C1 186,495 186,495

初期投資費用：C2 179,950 20,410

中期投資費用：C3 179,950 －

メンテナンス費用：C4 2,085 －

注)単位は千円．括弧内は点検に要する足場費用で，点
検費用は足場費用を含んだ金額である．また，塗装費用

には足場費用を含んでいないが，点検政策 2で塗装を実
施する場合には点検時と同額の足場費用を計上した．

関しては過去の実績等を参考にしたものであるが，今

回の分析のために改めて便宜的に試算した結果である

ことを断っておく．本研究では点検政策 1と点検政策 2
のいずれを採用したとしても損傷の検出精度は同じで

あると仮定した．したがって，同一の点検間隔のもと

では，両政策の補修費用は同額となる．ライフサイク

ル費用評価で必要となる補修費用の内訳を表-1に示す．

なお，表-1においては既述のとおり，各損傷に対して

補修工法は 1種類しか設定していない．さらにそれら
の補修工法はいずれも最も健全性の劣るランクの健全

度に到達した時点で実施するものと考えた．したがっ

て，ある部材の損傷に対する補修政策は 1種類のみの
設定となった．

また，補修費用以外に必要となる各費用を表-2に計

上するが，点検費用：wには点検用の足場費用も含む．

足場費用に関しては，点検政策 1の場合には検査車の
使用が可能であるので点検足場の設置が不要となるた

めに，点検費用総額を点検政策 2よりも低く抑えるこ
とができる．また，足場費用を除いた点検費用も点検

政策 1の方が低くなっているが，これは検査車を使用
しない場合には，箱桁外面や張出し床版の点検に特殊

検査車が必要となるためである．

塗装費用：C1に関しては，点検手法によらず，定期

的に支出が必要となる費用であるので，両政策で同額

とした．ただし，C1には足場費用を含んでおらず，点

検政策 2においては点検に要する足場費用と同額を別
途計上した．一方，点検政策 1に関しては，検査車の
利用ではカバーできない部材に対する足場費用のみを

計上した．なお，具体的な塗装周期を 10年と設定し，
点検と塗装が同年に実施される場合には塗装足場費用

は計上しないこととした．

点検政策 1には，検査車を保有することに伴う費用
が発生する．初期投資費用：C2は老朽化した検査車を

撤去し，新しい検査車を新設するための費用である．中

長期投資費用：C3 は検査車を 30年ごとに更新する費
用であり，初期投資費用と同額に設定した．また，メ

表-3　定期点検の判定区分38)

判定区分 損傷状況 適用

S1 機能低下が著しく，道 緊急に対策を実施すべ

路構造物の安全性から きである．それが出来

緊急に対策が必要であ ない場合は，少なくと

る場合． も応急的な処置を行い

当面の安全性を講ずる

必要がある．

S2 第三者への影響がある 同上．

と考えられ，緊急に対

策の必要がある場合．

A 機能低下があり，対策 実務的に可能な限り早

の必要がある場合． 急に対策を講ずる必要

がある．

B 損傷の状態を観察する 原則として次回点検ま

必要がある場合． でに対策を実施する必

要はないが，他の補修

計画を考慮したうえで

計画的に補修するのが

良い．

C 損傷が軽微である．

OK 上記以外の場合．

注)S1と S2は緊急に対策を実施する必要があるという
点においては，同じ意味であるので本研究では単に Sと
して統一的に記載する．

表-4　鋼構造物の判定区分（さびおよび腐食）38)

工種 鋼桁および鋼製橋脚

S 損傷が著しく，落橋など，重大事故に結び付く危

険性，および第三者障害を招く可能性がある損傷．

A 断面欠損が部材厚の 10%以上ある．

B 1.広い範囲にさびが発生している．
2.点在した腐食が発生している．

C 点在したさびが発生している．

ンテナンス費用：C4は毎年計上される費用である．な

お，点検政策 2は初期時点において既設の検査車を撤
去するための撤去費用のみが初期投資費用として計上

される．

(2) ハザードモデルの推計結果

目視点検データを利用してマルコフ劣化ハザードモ

デルを推計する．阪神高速道路では，長大橋に対する

目視点検に関して，同社「道路構造物の点検要領」38)

に基づき部材の健全度を 5段階（OK, C, B, A, S）で
評価している（表-3，表-4に抜粋）．しかしながら，長

大橋は数量が少ないために，統計的推計を行うのに十

分な健全度（サンプル数）を蓄積することが困難であ

り，通常のマルコフ劣化ハザードモデルの非集計的推

計法を適用することは現実的ではない．そこで，3．で

提案した集計的推計法を適用することにより，ハザー

ドモデルの推計を試みる．また，サンプル数の確保と

いう観点から現行の 5段階評価に対して，健全度 Aと
Sを同一ランクとした 4段階評価を採用する．実務的に
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表-5　長大橋 Aの桁の腐食に対する目視点検結果
OK C B A&S

供用開始時点 186 0 0 0
0年経過 (1.0) (0) (0) (0)

第 1回点検 139 39 8 0
5年経過 (0.747) (0.210) (0.043) (0)

第 2回点検 127 32 27 0
11年経過 (0.683) (0.172) (0.145) (0)

第 3回点検 106 32 47 1
21年経過 (0.570) (0.172) (0.253) (0.005)

注)(　)内は各点検時点におけるそれぞれの健全度の相
対頻度（健全度分布）を表す．また，これらには補修に

より健全度が回復した部材も含んでいるが，ハザードモ

デルの推計ではそれらを除外した健全度分布を用いた．

表-6　ハザードモデルの推計結果
β1 β2 β3

推計値 0.087 0.140 0.018

t−値 49.6 37.2 18.1

は，健全度 Aと Sは，いずれの場合であっても補修を
実施する必要があるという意味においては同じである

が，補修の実施時期（緊急性）に差異がある．しかし，

本研究では点検時に検出されたA，Sランクの損傷に対
しては，その直後に補修を行うことを仮定したために，

両者を統合的に考えることに支障はないと判断した．

長大橋 Aの各損傷のうち，例えば「腐食」に着目す
る．長大橋 Aでは，これまで合計 3回の目視点検が実
施されている（第 1回：5年経過時点，第 2回：11年
経過時点，第 3回：21年経過時点）．また，供用開始
から 2010年時点において 25年が経過していることか
ら，健全度A&Sに相当するような腐食損傷もごく少数
ではあるが，確認されている．表-5に一例として，桁

構造に対する 3回の目視点検の結果を示す．同表から
読み取れるように，目視点検の対象部材総数は 186部
材である（当該橋梁は 1BOX構造であるため，橋軸方
向には主桁ダイヤフラムで 62分割，橋軸直角方向には
主桁腹板で 3分割して総区分数を 186と設定し，これ
を部材数と定義した）．供用開始時点では点検対象とし

た全部材の健全度が OKであるのに対して，経年とと
もに徐々に腐食損傷が進行していることが確認できる．

また，同表中の括弧内は，各点検時点におけるそれぞ

れの健全度の相対頻度（健全度分布）を示している．

表-5に示した健全度分布（厳密には，補修により健

全度が回復した部材を除外した後の健全度分布であり，

表-5とは異なる）とそれぞれの目視点検間隔という情

報を利用して，ハザードモデルを集計的に推計した結

果を表-6に示す．いずれの未知パラメータに対する推

計結果の t−値は 1.96以上であり，有意水準 5%のもと
で統計的に有意性が確保されている．また，この結果か

表-7　マルコフ推移確率
OK C B A&S

OK 0.916 0.078 0.0057 0.000

C 0 0.869 0.131 0.001

B 0 0 0.981 0.018

A&S 0 0 0 1

図–4 腐食の健全度分布

ら算出したマルコフ推移確率を表-6に示す．表-7のマ

ルコフ推移確率は点検間隔を 1年（z = 1）としたとき
の推移確率を表している．例えば，推移確率行列の左

上の値が 0.916となっているが，これは現在健全度OK
と評価された部材が 1年後に再び健全度 OKと評価さ
れる確率が 0.916であることを意味している．また，い
ずれの健全度においても行列の対角成分が最も大きな

確率を与えることがわかる．これは，1年という期間を
考えると，腐食の進行は相対的に緩やかであり，ほと

んどの部材が前回と同様の健全度を維持する傾向にあ

ると言える．一方，マルコフ推移確率に基づいて健全

度分布を算出した結果を図-4に示す．これから，長大

橋 Aにおける腐食は，健全度 A&Sが現在時点（経年
25年時点）で 15%程度発生していることがわかる．そ
の後，健全度 A＆ Sは経年 50年で 40%程度発生する
ことになる．また同図より，腐食損傷においては健全

度OKという最も良い状態にある部材が約 10年程度で
50%程度に低下すること，50年経過時点では大半の部
材が健全度 Bとなってしまうことが読み取れる．なお，
同図は，初期時点を rk = 0として健全度分布 π0

k を

π0
k = (1, 0, 0, 0) (38)

と設定し，式 (28)に基づいてそれ以降の健全度 πt
k を

算出した．

今回のライフサイクル費用およびリスクの評価にお

いては，健全度 A＆ Sの発生確率が，要補修部材およ
びフォルト・ツリーの末端事象の発生確率に相当する．

このように目視点検データに基づいた劣化予測が最適

点検・補修政策の意思決定における基礎情報となって

いる．
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図–5 ライフサイクル費用の比較（点検間隔 7年）

(3) ライフサイクル費用評価

ライフサイクル費用を算出するに際して使用した全

ての費用は表-1と表-2に示した通りである．今回のラ

イフサイクル費用評価では，点検方法として検査車と

検査用エレベータ（以下，単に検査車と略記）を使用す

る場合（点検政策 1）と，検査車を使用しない場合（点
検政策 2）に着目する．当然ながら，検査車を使用する
場合には，点検時に足場を組む必要がないために，1回
の点検費用は検査車を使用しない場合と比較して小さ

くなる．しかしながら，検査車を使用する場合には，検

査車のメンテナンスのための費用が毎年定常的に必要

となる．また，検査車も老朽劣化するために，30年に
一度更新を行うと仮定した．更新には既設の検査車の

撤去費用と新しい検査車の新設費用が必要となる．検

査車を使用しない場合であっても，長大橋 Aには現状
で検査車が設置されているので，検査車を撤去する費

用が初期時点で必要となる．なお，本来であれば，点

検手法の相違により，劣化や損傷に対する検出可能性

が異なってくる．しかし 4.(3)で述べたように，本研

究ではそのような影響を考慮せず，いずれの点検手法

でも劣化や損傷は全て検出可能と考える（逆に対象部

材を全て点検可能となるように検査車を使用しない場

合の費用を積算している）．これらの費用に関する条件

のもとで，長大橋を永続的に管理していくためのライ

フサイクル費用を算出した．なお，ライフサイクル費

用の評価に際しては割引率を 4%（ρ = 0.04）と設定し
ている．以上の条件のもとで，検査車を使用する場合

（点検政策 1），使用しない場合（点検政策 2）のライフ
サイクル費用を，点検間隔を政策変数として算出した．

長大橋 Aの永続的使用を前提とし，さらに点検間隔
を 7年とした時の点検政策 1と 2のライフサイクル費
用を一例として図-5に示す．なお，本橋における目視

点検とは接近目視であり，点検間隔は社会・経済情勢を

踏まえ，実際の損傷特性や当該部材へのアクセスの容

易さなどを考慮して決定している．阪神高速道路では，

点検要領38)において定期点検（接近目視を主体とした

点検）の頻度を 5～8年に 1回と定めているが，損傷が
進行した部材やアクセスが容易な重要部材に対しては

1年に数回の目視点検を実施する場合もある．一方で，
提示した点検間隔 7年は，以上の条件を勘案して決定
した，桁外面（検査車による点検対象部材）に対する

現行の実質的な点検間隔である．本研究では，さらに

点検間隔 7年と既設の検査車を使用する点検政策 1と
の組み合わせをベンチマークと考える．この解析結果

では，検査車を使用しない点検政策 2のライフサイク
ル費用の方が小さいとの結果を得た．塗装費用と補修

費用は両政策において同額であるので，それら以外の

費用のみを抽出し，比較した結果も同図に併せて示す．

事前に想定したとおり，検査車を使用する場合には足

場を設置する必要がないために，目視点検そのものに

要する費用は低減される．しかしながら，長大橋 Aは
供用開始から 25年が経過しており，既設の検査車の更
新を初期時点で実施しなければならず，初期投資が検

査車を使用しない点検政策 2と比較して大きくなって
しまう．また，検査車の更新（中期投資費用）やメンテ

ナンス費用についても一定の割合を占めており，ライ

フサイクル費用を増大させる原因となっている．最終

的に，検査車に投資する費用負担が大きく，検査車を

使用しない場合の方がライフサイクル費用の観点から

は有利となる．さらに，この傾向は点検間隔を 3年，5
年，10年，15年，20年と変化させていった場合（点検
間隔が塗装間隔の倍数でない場合も含む）でも同様で

あった．また，今回の分析では同額とした塗装費用と

補修費用に関しても，重防食系の塗装を使用すること

で塗装周期を延伸させたり，点検手法の相違による損

傷の検出能力の差異を評価することで，分析結果の精

度の高度化を図ることは可能である．

(4) フォルト・ツリー分析の結果

フォルト・ツリーの頂上事象の発生確率を算出する．

すでに述べた通り，末端事象の発生確率（各損傷の健全

度A&Sの発生確率）は経年的に変化する．さらにフォ
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図–6 管理限界リスク（頂上事象）の発生確率

ルト・ツリーの構成が異なれば，頂上事象の発生確率は

当然変化する．ここでは，長大橋 Aの目視点検上の管
理限界リスクを頂上事象として捉え，その発生確率の

期待値の時間的変化を分析する．今回の分析において

は地震や事故などの突発的事象を考慮していない．ま

た，それぞれの下位事象（部材の劣化）は目視点検に

よって検出され，適宜補修されることから，当該の末端

事象の発生確率は目視点検間隔に依存することになる．

したがって，設定した目視点検間隔の数だけ頂上事象

の発生確率パスを得ることができる．図-6には長大橋

Aに対するフォルト・ツリーの頂上事象の発生確率と
その時間的変化を示す．図中には，目視点検間隔が 3，
5，7，10年の合計 4ケースを示している．頂上事象の
発生確率は目視点検が実施される（補修が実施される）

までは上昇しつづけ，補修と同時に 0となる．これは
今回の補修に対して予算制約を設定していないことか

ら，発見された損傷は全て補修されることに起因して

いる．しかし，その一方で例えば各リスク発生確率の

ピーク値に着目すると，時間の経過とともに緩やかな

がら増加傾向にあることが読み取れる．また，点検間

隔の相違で比較すると，当然ながら，点検間隔が大き

くなると，頂上事象の発生確率は高くなる．リスク発

生確率という観点のみを考慮すれば，長大橋 Aの点検
間隔が短ければ短いほどリスク発生確率が低減される

ことになる．なお，末端事象は部材に対する目視点検

の結果に基づいている．したがって，部材レベルでは

補修が必要な損傷（目視点検マニュアルでは補修が必

要な損傷）であっても，その影響は長大橋全体の構造

安全性という視点においては極めて限定的である．そ

のような末端事象で構成されたフォルト・ツリーの頂

上事象は橋梁全体の構造安全性とは直接的にリンクし

ないことを改めて述べておきたい．

図–7 最適点検政策

(5) 最適点検政策の評価

検査車を使用する点検政策 1，使用しない点検政策 2
のそれぞれに対して，点検間隔ごとに 6.(3)のライフ

サイクル費用と 6.(4)のフォルト・ツリー分析の結果

（図-6の各リスク発生確率の期待値）を 2次元的に図-7

に整理した．同図は縦軸にライフサイクル費用を，横

軸にリスク発生確率の期待値を取っている．点検手法

の相違，さらには点検間隔の相違がライフサイクル費

用とリスク発生確率の期待値に及ぼす影響を容易に把

握することができる．図中に青でプロットした点検政

策 2の場合では，塗装間隔 10年の倍数と一致する点検
間隔 10年と 20年においては，足場費用を縮減できる
ことにより，ライフサイクル費用が相対的に小さくなっ

ていることがわかる．また，2つの点検手法を比較した
場合，点検間隔 1年を除いて，すべて検査車を使用しな
い点検政策 2の方がライフサイクル費用が小さい．し
たがって，本研究の条件下での長大橋 Aにおいて，検
査車を使用することの経済的な優位性は点検間隔を 1
年以内に設定する場合にのみ確認することができる．

図-7中において，ライフサイクル費用とリスクを同

時に最小化するケースが最適な点検政策（点検手法と

点検間隔）といえる．しかしながら，一般的にライフサ

イクル費用とリスクの間にはトレードオフの関係が成

立するために，同時に両方を最小化するような政策を

一意に決定することは難しい．そこで，今回の場合は，

現行の点検政策をベンチマーク（点検政策 1，点検間隔
7年）として，ベンチマークとの相対比較により最適点
検政策を決定する．具体的に図-7で確認すると，ベン

チマークよりもライフサイクル費用とリスクが両方と

も小さくなる点（図中の赤枠内の点）が 3点存在するこ
とがわかる．すなわち，点検間隔が 4年，5年，あるい
は 6年で，かつ検査車を使用しない場合である．これ
らのうちのいずれを採用するかは，ライフサイクル費

用とリスク発生確率のバランスを勘案しながら，すな

わち，ライフサイクル費用については予算制約を，リ
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スクに関しては管理者が設定する維持管理水準を，そ

れぞれ勘案しながら工学的な判断により決定すること

が必要となる．例えば，ベンチマークに着目して，現

在の点検政策 1を 2に変更するだけでもリスク発生確
率は同一であるにも拘わらず，ライフサイクル費用は

約 10%低減できる．また，後者と点検政策 2の点検間
隔 3年を比較すると，ライフサイクル費用は約 10%増
加するが，リスク発生確率は半減以下となる．これを

工学的に有意とみなすか否かは管理者個々により異な

るために一意に決定できるものではない．しかしなが

ら以上のような方法論に基づき，技術者が議論を交わ

すことで意思決定のプロセスが高度化され，維持管理

に関する知識が形成されることになる．

なお，重複を恐れずに記述するが，本研究の目的は，

1）目視点検データ（蓄積された既存情報）を用いた劣
化予測により，2）ライフサイクル費用とリスク発生確
率を算出し，3）長大橋の最適点検政策を決定するため
の方法論を提示することにある．この意味において著

者らは設定した研究目的（方法論の枠組みの構築）を達

成できたと考えている．しかし一方で，現時点で得ら

れている情報は限定的なものであり，解析の一部にお

いては情報不足を補うための仮定を設けざるを得なかっ

た．当然，著者らはその仮定の設定により，解析結果お

よび結論が変動する可能性についても認識をしている．

この点に関しては新規データが蓄積された時点で再度

解析を行うといった継続的な検討を通して，精緻化に

努めることが必要であることは言うまでもない．また

本研究においては，検査車を使用しない点検政策が最

適点検政策として選定されたが，この点についても補

足しておきたい．これは長大橋 Aの構造的特徴，すな
わち 1面吊斜張橋であることが最大の要因であると考
えている．これに加えて，検査車の老朽化によるそれ

自身に対するメンテナンス費用が当初予想より大きく

なっていること，その一方で大型橋梁点検車のような代

替となる点検技術が進展してきたこと，も重要な要因

としてあげられる．特に 1面吊斜張橋であることから，
大型橋梁点検車を全面的に活用した点検が可能（検査

車による目視点検範囲である橋梁下面を点検可能）で

あることが，メンテナンス費用を要する検査車を保有

し続けるという点検政策よりも費用とリスクの両面で

有利に働いた．ちなみに，著者らはすでに同様の検討

を他の長大橋にも展開している．例えば，2面吊斜張橋
を対象とした分析においては，橋梁点検車による目視

点検範囲が限定されることから，検査車を使用した政

策の方が有利であるとの結論を得ている．本研究によ

る最終アウトプット（点検手法や点検間隔）そのもの

は対象橋梁や条件設定により変動し得る．それよりは

むしろ，フォルト・ツリー分析に基づく方法論を構築

したこと，このような意志決定問題に対して技術者間

で議論できるような基礎的情報を提示したことに本研

究の価値を見いだして欲しい．

7. おわりに

本研究では，長大橋のような特殊構造物の最適点検

政策（補修政策）を決定するための方法論を提案した．

具体的には，阪神高速道路の長大橋 Aに着目し，ライ
フサイクル費用とリスク発生確率の観点からそれらを

最小化する点検政策（点検間隔と手法）を求めるもの

である．このとき，ライフサイクル費用とリスク発生

確率を解析する上で基幹技術となる劣化予測に関して

は，目視点検データに基づくマルコフ劣化ハザードモ

デルの集計的推計法を用いた．さらに，リスクに関し

ては，目視点検上の管理限界状態として想定する頂上

事象を定め，頂上事象の原因となる下位事象をフォル

ト・ツリーで構成し，下位事象の発生確率をマルコフ

劣化ハザードモデルで与えることで頂上事象の発生確

率の経時変化を算出した．最後に，これらの手法を実

際の長大橋へ適用し，検査車を使用する場合と使用し

ない場合を主たる意思決定問題として解析を行うこと

で，提案手法の有効性を実証的に確認した．

本研究は現状の点検体制を通して獲得できる情報を

もとに長大橋の点検政策を決定するための方法論を提

案するという実用性の高い研究であると考える．しか

し，その一方で本方法論を通して得られた解析や分析

の結果（数値）は，仮定や条件の設定の相違により多様

に変動することに留意されたい．さらに，今後の課題と

して以下をあげる．第一に，方法論の高度化がある．提

案手法は目視点検を主体としており，フォルト・ツリー

の頂上事象に対しても目視点検による管理限界を超え

るリスクと定義した．一方で構造安全性を考慮した問

題に対する実務的要請が強いことも事実である．実際

に目視点検で最も健全性の劣るランク（S1，S2，A）の
評価となったとしても長大橋の構造安全性にはすぐに

直結しない事例も多い．経済状況が回復しない状況に

おいて，団塊的に老朽化が進む社会基盤施設群を効率

的に管理していくためには，構造安全リスクをフォル

ト・ツリーの頂上事象として設定することは極めて重

要である．したがって，事前検討として有限要素モデ

ル等を用いて部材の耐久性や耐力といった構造性能が

管理限界を下回るリスクを推計することが必要となる．

このような場合には，力学的手法と統計的手法を組み

合わせたようなハイブリッド型の劣化予測手法39)を構

築する必要がある．第二に，本研究においては常時の

維持管理を対象としており，地震や事故などの突発的

事象に起因するリスクは考慮していない．このような
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突発的事象を考慮すれば，管理限界値を安全側に設定

することになるために，最適点検政策に何らかの影響

を及ぼすものと考えられる．第一の課題と同様に，有

限要素モデルにより，水平方向荷重の作用に対する構

造安全性を検討するとともに，地震発生を確率事象と

して表現したリスクシミュレーションの開発が必要と

なる．第三に点検手法を多様化することがあげられる．

今回の解析では，検査車を使用する場合と使用しない

場合の 2種類を設定した．しかしながら，新しい点検
手法も含めると，点検手法の組み合わせは多数あり，最

適な点検間隔を決定するためには，実用性を保ちつつ

も，多様な点検政策を考えることが望ましい．さらに，

点検手法による「点検の質」も考慮すべきであろう．点

検手法によっては，検出が難しい損傷があり，見落と

すリスクも伴う．また，本研究では考慮しなかった予

算制約，さらには予算制約時の補修優先順位について

検討することが今後必要となる．第四に異なる橋梁間

の相対的なリスク評価が可能なリスク管理指標の設定

があげられる．管理者は膨大な数の社会基盤施設を管

理しており，維持管理，補修・補強に関する意思決定を

様々な制約のもと，実施していくことが実務上重要と

なる．本研究で着目したような長大橋は部材数が多く，

管理面積も広い．一般的な橋梁と比較して道路ネット

ワークを形成する上での重要性が高く，維持管理が難

しいことも管理者としては理解しているところではあ

る．しかし，このような構造的な性能のみで決めるこ

とができない維持管理の困難さなどを橋梁間で相対的

に定量評価するための方法論や指標は存在しない．

本研究を遂行するにあたり，(財)阪神高速道路管理
技術センター「阪神高速道路の長大橋点検手法合理化

検討会」の吉川紀委員長，長井正嗣副委員長をはじめ

とする委員各位から貴重な助言を賜った．ここに感謝

の意を表する．本研究の一部は文部科学省「若手研究

者の自立的研究環境整備促進」事業によって大阪大学

グローバル若手研究者フロンティア研究拠点にて実施

された．また，アセットマネジメント全般に関して，第

一著者は日頃より京都大学経営管理大学院・小林潔司

教授からご指導を賜っている．
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